
消防分野における宇宙関係施策
○衛星通信ネットワークの利用等 事業期間（平成7年度～）

平成2５年度概算要求額２４百万円（平成2４年度予算額2４百万円）
○消防庁ヘリコプターにおけるヘリサットの整備 事業期間（平成２３年度～）

平成2５年度概算要求額２９４百万円（うち復興特会294百万円）
（平成2４年度予算額２９４百万円）

総務省消防庁
国民保護・防災部防災課
防災情報室国民保護室

衛星通信ネットワークの利用等 消防庁ヘリコプターにおけるヘリサットの整備

○衛星通信ネットワークを用いて、災害時等における
消防庁と地方公共団体間の音声、ファクシミリ、映
像などの情報伝達を実施する。

○大規模地震等の災害が発生した場合、消防庁ヘリコ
プターで被災地の映像を撮影し、その映像を伝送する
にあたり、日本中どの地域が被災しても被災地映像
が伝送できるよう、ヘリコプターから通信衛星に直接
伝送する技術（通称：ヘリサット）を消防庁ヘリコプター
に実装する。

衛星通信ネットワークの概要

21



宇宙環境観測設備の整備
事業期間（平成２４年度補正）

平成2４年度補正要求額１,０００百万円（新規）
（イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・強固な基盤整備の内数）

○ 太陽フレア（太陽表面における爆発現象）が発生した場合、
太陽から放射される電磁波等により、社会インフラ（人工衛
星、地上と航空機間等の無線通信、衛星測位等）に障害が
生じることがあります。太陽の活動は、１１年程度の周期で
変化し、現在、活発化する時期を迎えつつあります。

○独立行政法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）に、太陽から放射
される電磁波等の宇宙環境を観測するための設備を整備
するものです。

事業の内容

事業の概要・目的

事業イメージ

総務省情報通信国際戦略局
宇宙通信政策課

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国

補助
独立行政法人

情報通信研究機構
○宇宙基本計画（案）
第３章 ３－３（７） 持続的な宇宙開発利用のための環境への配慮

宇宙利用や地上に影響を与える太陽活動や宇宙環境変動などの自然
現象を観測・解析・予測する宇宙天気予報についても充実・強化を行う。
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外務省
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衛星画像判読分析支援
平成2５年度概算要求額１７３百万円（平成２４年度予算額１９３百万円）

外務省国際情報統括官組織
第一国際情報官室
03-5501-8389

○衛星画像情報を活用するための設備・機材の調達・保守及び関連データ収集・
調査研究等。

○目的
安全保障分野等における省内ニーズに
基づき，衛星画像情報等の分析を実施
し，活用する。
○事業概要
衛星画像情報を活用するための設備・
機材の調達・保守，及び関連データ収
集・調査研究等。

事業の内容

事業の概要・目的

事業イメージ

関連データ関係機関等

衛星画像分析に
必要な各種データ
の収集

衛星画像の判読・
分析に必要なシス
テムの維持・管理省

内
関
係
部
局
等

依頼

報告

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国

直接実施
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宇宙活動に関する国際行動規範の策定に向けて貢献
⇒衛星衝突・スペースデブリのリスク低減、衛星破壊実験・行為の抑制、

通報・協議メカニズムの構築（透明性向上・信頼醸成措置）など民生・安
全保障両面を規律。

⇒多国間会合への出席及び会合の開催。
⇒国際行動規範への国際的な理解を得るべく、特にＡＳＥＡＮ諸国への外交

的働きかけ。
国連宇宙空間平和利用委員会（ＣＯＰＵＯＳ）への参加

⇒ＣＯＰＵＯＳ議長（２０１２年～２０１３年）に堀川ＪＡＸＡ技術参与が就任。

⇒スペースデブリ低減等の「宇宙活動の長期的持続可能性」に関すガイド
ライン作りに貢献。

⇒我が国やアジア太平洋地域宇宙機関会議（ＡＰＲＳＡＦ）の活動を紹介し、
プレゼンスを強化。

（平成２５年度概算要求額 １１百万円）

日米ＧＰＳ（全世界的衛星測位システム）
協議
⇒ＧＰＳを補完・補強する我が国の準天頂

衛星システムや「ひまわり」による衛星
航法補強システムの民生協力を検討。

日米宇宙政策協議
⇒日米の全般的な宇宙協力について議論。

宇宙に関する包括的日米対話
⇒平成２４年４月の首脳会談に際して立上

げに一致。

各国との宇宙対話の推進

（平成２５年度概算要求額 ２．４百万円）

宇宙分野の専門家の各国への派遣

⇒我が国の優れた宇宙技術者又は宇宙法学者を戦略的に海外に派遣し、宇宙分野
における我が国のプレゼンスとブランドイメージの向上を目的にネットワークの構
築・強化を実現。

⇒平成２３年度は、 毛利衛日本科学未来館館長（元宇宙飛行士）をカナダ、樋口ＪＡ

ＸＡ副理事長をトルコ、ＪＡＸＡ関係者２名をインドネシア、小澤ＪＡＸＡ理事をブラジ
ルに派遣して、講演会及び政府要人とのネットワーキング活動等を実施。

⇒平成２５年度は、アジア大洋州地域に派遣予定。

宇宙ネットワークの構築 （平成２５年度概算要求額 １．７百万円）
※平成２４年度までは、科学技術外交推進専門家交流予算の内数

宇宙外交推進費
平成2５年度概算要求額１５百万円（平成２４年度予算額１４百万円）

外務省総合外交政策局
宇宙室

０３-５５０１-８５２８

安全な宇宙環境を醸成するための
国際的規範づくりへの積極的な参加

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国

直接実施
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文部科学省
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○固体ロケットシステム技術は、ペンシルロケットからＭ－Ｖロ
ケットに至るまで、我が国独自の技術として多くの蓄積があり、
即応性を要求される打ち上げ技術として重要です。今後、宇
宙科学分野や地球観測分野などの小型衛星需要に機動的
かつ効率的に対応することを目的として開発を進めています。

○Ｍ－Ｖロケットと比較し、部品点数の削減や点検の自動化・
自律化等により、システム構成と運用を大幅に簡素化・効率
化し、より信頼性が高く、低コストかつ革新的なシステムの実
現を図ります。

イプシロンロケット
事業期間（平成22～26年度（開発段階（平成25年度打上予定））／総事業費205億円

平成25年度概算要求額８,２００百万円（平成2４年度５,６１０百万円）

○事業内容
・ イプシロンロケットの開発と

打上げ関連設備の整備を実施
します。

・ 下記の軌道投入能力及び運用
性を目標として開発中です。

○期待される成果
・ 我が国独自の固体ロケットシステム技術を維持・発展させます。
・ 小型衛星の効率的な打上げ手段を確保します。

○国内外類似・過去プロジェクトと比較した優位性
諸外国のロケットと比較して世界一となる機動性・即応性の実
現を図ります。

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

項 目 目 標

軌道投入能力
・地球周回低軌道
・太陽同期軌道
・軌道投入精度

1,200kg
450kg

液体ロケット並み

運用性

・１段射座据付から
打上げ翌日まで

7日
（参考）Ｍ－Ｖ 42日

トーラス 22日

・衛星最終アクセス
から打上げまで

３時間
（参考）Ｍ－Ｖ 9時間

トーラス 24時間

条件（対象者、対象行為、補助率等）

イプシロン外観図（イメージ）

国 ＪＡＸＡ
交付金

文部科学省研究開発局
宇宙開発利用課

03-６７３４-４１５３
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